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A. 研究目的 

がんの年齢調整罹患率・死亡率の減少には、が

ん予防対策が必須である。日本の第 4 期がん対

策推進基本計画においても、「がん予防」が「がん

医療」、「がんとの共生」と並んで 3 つの柱の一つと

なっている。がん予防には 1 次予防と 2 次予防が

あり、日本の保健政策では 1 次予防は「健康日本

21」と共通しており、2 次予防（がん検診）はがん対

策の一つの分野として位置付けられている。本研

究では、日本のがん対策における 1 次予防のコア

となる指標の選定および推奨される対策の検討を

行うことを目的とした。 

COVID-19 流行前まではがんの年齢調整死亡

率は減少傾向にあったが、COVID-19 流行後に

全国の値で、死亡率の鈍化があったことが報告さ

れた。そこで、本研究では COVID-19 流行前後の

推移の変化を分析し、各都道府県のがん対策の活

用する資料を作成した。 

各がん種についての記述疫学分析をそれぞれ
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行った。胃がんについては、2020 年の日本人人

口をもとにして、除菌を含めたピロリ菌感染の

影響を考慮した 20 歳から 85 歳の胃がん罹患

数および罹患率を 2040 年まで推計した。 

大腸がんについては、大腸がん便潜血検査を

第一検診として、検診受診率に介入を行った場

合の年齢調整死亡率の将来的な推計した。 
肝がんについては、肝がん死亡に関する時系

列・地理的記述疫学資料を得ることを目的に、

年齢・時代・コホートモデル(APC)モデルを用い

た都道府県別肝がん死亡率の要因分析および将

来推計を行った。 
膵臓がんについては、1995 年から 2021 年の

全国および都道府県別の膵がん年齢調整死亡率

（ASR）の推移を明らかにすることを目的と

し、膵がんの地域格差や長期的な傾向を分析し

た。 

乳がんについては、過去の罹患推移、乳がん検

診受診、リプロダクティブ因子である第一子出産時

年齢、生活習慣因子である BMI から、リスク因

子の選択に対する ARIMAX モデルの当てはま

りを評価し、モデルの改良した後、リスク因子

が乳がん罹患率推移に与えた影響を推計した。 

肺がんについては、「2032 年までに成人喫煙

率を 12％に削減する」という目標に対する進

捗状況を、全国および都道府県レベルで評価

し、喫煙率の削減進捗と肺がん死亡率の動向と

の関連についても検討した。 

子宮頸がんについては、年齢調整罹患率・死亡

率が今後どのように推移するか、HPV ワクチンの

接種率や子宮頸がん検診の受診率によってどの

程度減少を促進できるのかを引き続き検討した。 

 

B. 研究方法 

（1）予防関連指標と対策の検討 

1 次予防のコア指標の候補は、がん対策推進協

議会で提示されている指標から、人口寄与危険割

合、達成度、都道府県指標の入手可能性、および

予防関連指標全体のバランスに基づいて選定し

た。がんの１次予防および 2 次予防対策の検討

は、健康日本 21 関連資料、米国 Community 

Guide の推奨レベルの情報を抽出した。 

 

（2）都道府県におけるがん対策に活用するがん記

述疫学分析 

2015～2022 年の人口動態統計を用い、75

歳未満の年齢調整死亡率について、全がんおよ

び主要部位別（胃・大腸・肝臓・肺・乳房・子

宮頸部・前立腺）に対数線形回帰を適用し、年

平均変化率（APC）を算出し、流行前後で比

較した。 

 

（3）胃がん 

2020 年の日本人人口をベースラインに設定

し、2040 年までの各年の 20 歳から 85 歳を対

象とした年齢階級別胃がん罹患数および罹患率

を男女別に推計した。パラメータは各年齢の全

死因及び胃がんによる死亡率、生年別ピロリ菌

感染率、ピロリ菌感染の有無による年齢別胃が

ん罹患率、各年齢のピロリ菌除菌率を用いた。 

 

（4）大腸がん 

大腸がん便潜血検査を第一検診として, 検診

受診率に介入を行った場合の年齢調整死亡率の

将来的な推計を行うことを目的とし、我が国に

おいて開発された大腸がんマイクロシミュレー

ションを用いた解析を行った。我が国の保険制

度によるがん検診受診率の差異を反映するため

に,シミュレートされた人口は国民健康保険の

対象と社会保険の対象者に分割し, それぞれの

検診受診率に介入シナリオを設定した。 

 

（5）肝がん 

年齢時代コホートモデル(APC)モデルによ

り、47 都道府県の肝がん死亡率の解析を行

い、年齢効果、時代効果、コホート効果を推定

した。 
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（6）膵臓がん 

国立がん研究センターがん情報サービスが公

表している全国がん死亡データを用いて 1995

年から 2021 年までの膵がんによる全国および

47 都道府県別の年齢調整死亡率（Age-

Standardized Mortality Rate: ASR）を男女

計、男性、女性ごとに算出した。また、膵がん

死亡率の時間的変化を評価するため、1995 年

から 2021 年の各年における ASR を用いて

Joinpoint 回帰分析を実施した。 

 

（7）乳がん 

1993-2015 年の乳がん罹患率とリスク因子のデ

ータを用い、ARIMAX モデルにより 40-60 歳代

の女性の乳がん罹患推移とリスク因子が与える影

響を推定した。今年度は確立したリスク因子とし

て、肥満率、出生児数、第 1 子出産年齢、また乳

がん検診受診率、がん登録率を用い、モデルの当

てはまりを ME、RMSE、MAPE で評価し、そ

れぞれの因子が乳がん罹患に与えた影響を推計し

た。 

 

（8）肺がん 

2001 年から 2022 年までの喫煙率データを用

い、ベイズ線形回帰モデルにより将来の喫煙率を

予測した。モデルによって推定された喫煙率目標

の達成確率と、昨年度に推定した都道府県別の肺

がん死亡年平均変化率との相関を分析した。 

 

（9）子宮頸がん 

ARIMAX モデルを用いて推計を行う。従属

変数として罹患率(・死亡率)、独立変数として

喫煙率、HPV 感染率、がん検診受診率などを

想定している。現状の傾向が持続する場合をベ

ースラインとして、上記変数の変動により、子

宮頸がんの年齢調整罹患率・死亡率においてど

の程度の変化が期待されるか推計する。 

 

C. 研究結果 

（1）予防関連指標と対策の検討 

日本の 1 次予防のコア指標は、食塩摂取量、ア

ルコール摂取量が多い者の割合、成人喫煙率、

HPV ワクチン接種率、BMI、および 1 日の歩数が

候補として考えられた。推奨される対策としては、

減煙メニュー、スマートミールなどへのインセンティ

ブ付与、アルコール提供飲食店責任制度の導入、

受動喫煙防止対策の強化など、介入レベルが高

いものが優先されると考えられた。 

 

（2）都道府県におけるがん対策に活用するがん記

述疫学分析 

全がんでは多くの都道府県で減少傾向が鈍化

し、特に男性で顕著だった。一方、がん種別や

地域によっては減少が加速したり、増加に転じ

たりと多様な変化が見られた。COVID-19 流

行により医療機関受診の遅れや医療資源の制約

が影響した可能性が考えられる。 

 

（3）胃がん 

2018 年から 2022 年の除菌成功者の推移と

それに伴う感染者の減少を考慮してピロリ菌除

菌率を推計すると、徐々に増加しており、この

傾向が続けば、すべての年齢階級において胃が

ん罹患数は減少していくという推計結果が得ら

れた。また、2040 年時点での罹患数は除菌推

進の有無にかかわらず、2020 年の 3 分の 1 程

度で下げ止まる結果となった。 

 

（4）大腸がん 

社会保険の対象に対する検診受診率の向上

が、国民保険の対象者に対する検診受診率の向

上よりも死亡率減少効果が大きいなどの結果が

算出された。 

 

（5）肝がん 
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多くの都道府県で年齢効果については、男女

ともに年齢があがるにつれて肝がんのリスクが

大きくなった。コホート効果では出生年が昔で

あるほど高い傾向であった。時代効果について

はあまり変動が見られなかった。 

 

（6）膵臓がん 

全国的に 1995 年と比較して、2021 年の膵

がん ASR は男性、女性ともに増加傾向にある

ことが明らかとなった。地域差に着目すると、

沖縄県では男女計、男性、女性すべての群にお

いて年平均変化率（Annual Percent Change: 

APC）が全国で最も高く、ASR の顕著な増加

が観察された。さらに Joinpoint 回帰分析で

は、多くの都道府県で膵がん ASR が継続的に

増加していることがわかった。 

 

（7）乳がん 

推定において、60 歳代では他の年齢階級より

誤差が大きかった。MAPE がもっとも小さいモ

デルは、40 歳代、60 歳代では肥満割合、第 1 子

出産年齢、出産児数、乳がん検診受診率、50 歳代

では肥満割合,  第 1 子出産時年齢、がん検診受

診率、がん登録の登録率を含めたモデルで小さか

った。推定したモデルにおいて、乳がん罹患に与

えた影響は初出産時年齢でもっとも大きく、

1993 年から 2015 年までの乳がん罹患の増加の

うち、40 歳代、50 歳代、60 歳代でそれぞれ

59.4%、43.7%、137.1％に寄与していた。 

 

（8）肺がん 

日本全国の 2022 年時点の喫煙率は 16.09%で

あり、平均年減少率は 3.75%と算出された。モデ

ルによる予測の結果、2032 年までに喫煙率 12%

という目標を達成できる確率は 64.3%と推定され

た。目標を達成できると予測される都道府県は、

47 都道府県のうち 19 県であった。たとえば、東

京（99.3%）や奈良（98.0%）は 2026 年までに

目標を達成できる見込みが立てられた。一方で、

福島（達成確率 0%）、岩手（1%）、青森（1%）

を含む東北地方や九州地方では、目標達成に向け

た遅れがみられた。都道府県別の目標達成確率と

男性肺がん死亡の年平均変化率との間には、相関

係数 −0.59 の負の相関があり、統計的に有意で

あった（p < 0.01）。一方、女性における相関係

数は −0.23 と男性に比べて小さく、統計的に有

意ではなかった（p = 0.12）。本研究の結果か

ら、日本全体としては喫煙率の減少が進行してい

る一方で、地域間に顕著な差が存在することが明

らかとなった。 

 

（9）子宮頸がん 

2024 年度は前年度に引き続き、利用可能なデ

ータベースの探索を行い、現状では、地域・全国

がん登録データ動態統計、国民生活基礎調査等が

利用可能であることを確認した。また、データ入

手が難しいと想定される HPV 感染率において

は、既報(Palmer M, et al. Vaccine, 

2022:40;5971-5996)を用いることも検討していた

が、対象者のバラツキが大きいため、正確な推計

に支障があると判断し、代わりに、日本性教育協

会 「青少年の性行動全国調査」の性活動性デー

タを活用することとした。 

 

D. 考察 

推奨されるがんの 1 次予防対策としては、減煙

メニュー、スマートミールなどへのインセンティブ付

与、アルコール提供飲食店責任制度の導入、受

動喫煙防止対策の強化など、介入レベルが高い

ものが優先されると考えられた。2 次予防対策とし

ては、対象者の個別勧奨に加えて、地域の保健

従事者を巻き込んだ介入、対象者への支援シス

テム・一対一教育、検診サービス提供者の評価や

フィードバックががん種を問わず推奨レベルが高

かった。これらの対策を適切な進捗管理で進める

ことでがんの罹患率・死亡率の減少につなげられ
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る可能性がある。 

都道府県におけるがん対策に活用するがん記

述疫学分析について今後は全国がん登録データ

を活用し、進行度別の罹患率や生存率も含めた

詳細な分析が必要である。また、より精緻な統

計モデルの適用も今後の課題となる。本研究は、

都道府県ごとに異なるがん死亡率の変化を可視

化し、地域特性に応じたがん対策の重要性を示

唆するものである。 

胃がんでは、ピロリ菌感染の有無を考慮した

場合の胃がん罹患数の長期予測を行った結果、

2020 年の除菌率がそのまま続いた場合は 2040

年までに徐々に減少を続け、20 年間で罹患数は

3 分の 1 程度まで低下した。近年の除菌傾向を

考慮すると年々除菌率は上昇しており、それを

考慮すると、除菌率が一定の場合に比べて 3～4

年早いペースで胃がん罹患数を減少させること

が予測された。 

大腸がんでは、検診受診率に関してのベース

ラインシナリオを含む4つのシナリオに対して

それぞれに年齢調整死亡率の2040年までの将

来推計を行い, その結果の比較を行った。結果

としては, まず, 現状の検診受診率に比べて国

民健康保険対象と社会保険対象者の両方が1.5

倍の受診状況となった場合, 2040年時点で約3

0%近い大腸がん死亡の減少が見込まれること

が算出された。これは, 大腸がん対策において

検診受診者を増加させることの重要性を示唆し

ている。 

肝がんでは、記述疫学的研究により、肝がん

死亡率の地域別・時系列変動を明らかにするた

めの基礎となる解析を行った。またクラスター

分析では、都道府県別にみた年齢調整死亡率の

推移をパターン分類できる可能性が示された。 

膵臓がんでは、1995 年から 2021 年にかけて

日本の膵がん ASR は全国的に増加傾向を示し

ていることが明らかとなった。女性では APC

が男性よりも大きく、近年の生活習慣の変化が

死亡率の上昇に影響を与えている可能性が示唆

された。女性において膵臓がん ASR の増加率

（APC）が男性よりも大きかったことは、近

年の生活習慣の変化、特に喫煙率や飲酒頻度の

増加、糖尿病や肥満の有病率の上昇と関連して

いる可能性がある。これらの因子はいずれも膵

がんのリスク因子として報告されており、今後

性別によるリスク構造の違いについて詳細な解

析が求められる。また、男性における ASR が

一貫して高値なのは、過去の喫煙率や飲酒習慣

の影響が持続しているためと考えられる。 

乳がんでは、推計において 60 歳代で誤差が大

きかった理由として、閉経後のリスク因子の違い

や高齢女性におけるリスク因子のデータ不足が考

えられる。第一子出産時年齢、出産児数の両方を

投入したモデルで MAPE が小さくなる傾向があ

り、両変数を投入してモデルの調整が必要であっ

た。一方、60 歳代のリプロダクティブ要因の情

報入手が困難であり、推計の妥当性に影響を与え

た可能性が示唆された。 

肺がんに関連して、日本全体としては喫煙率の

減少が進行している一方で、地域間に顕著な差が

存在することが明らかとなった。特に人口密度が

低い地域や、社会経済的に不利な地域では進捗が

遅れている。これらの地域では、国の規制を補完

する独自の対策が求められる。一方、すでに喫煙

率が低下している地域においては、「エンドゲー

ム」のような、より高い削減目標の設定が望まし

い。こうした地域の取り組みは、全国的な喫煙率

削減の加速と公衆衛生の向上に寄与することが期

待される。 

子宮頸がんついては、これまで乳がんや胃が

んで行われてきた手法を用いて解析を実施する

予定であり、適切なデータ利用できれば成果は

得られるものと考える。準備すべきデータの収

集はほぼ完了したため、2025 年度はこれらを

活用して実際の解析を行う。 

 



 

10 
 

D. 結論 

本研究では、がんの 1 次予防のコア指標案と対

策の検討およびがんの2 次予防対策の推奨レベル

のまとめを行った。また、がん記述疫学分析ではが

ん部位、都道府県ごとに異なるがん死亡率の変

化を可視化し、地域特性に応じたがん対策の重

要である。 
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